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Ⅰ．はじめに

　安全は人が生きていくうえで欠かせないものであ
る。どんな人でも安全を求めるものであるが，特に学
校は発育発達の過程にいる子どもが集まる場所であ
り，安全を確保することが必要であると言えるだろ
う。しかし，学校の周囲にはたくさんの危険が存在し
ている。例えば学校における1年間の負傷・疾病の発
生件数は平成28年度では105万件であり1），近年減少
傾向にあるものの依然として高い数値を保っている。
また，5歳から19歳の死因の割合をみると，「不慮の事
故」がどの段階でも多くを占めている2）。学校への不
審者の侵入や通学路で子どもが被害を受ける事件の発
生が報告され，さらに平成23年に発生した東日本大震
災をはじめ，台風や暴雨などの自然災害が毎年発生し
ている。このように私たちの周囲にはたくさんの危険
が取り巻いている。そのため，平成21年に学校保健法
が学校保健安全法へ改正され，学校安全計画を策定し
実施することが義務づけられるなど学校における安全
への取り組みが積極的に行われている。
　学校安全は「幼児，児童及び生徒（以下，児童生徒
等）が自他の生命尊重を基盤として，自ら安全に行動
し，ほかの人や社会の安全に貢献するための態度や能
力を育成するとともに，児童生徒等，教職員及び学校
の施設・設備等の安全が確保できる環境作りを推進す
る」と捉えられている3）。そして，学校安全活動は安
全教育，安全管理，組織活動の3つの活動から構成さ
れる。これらはそれぞれ独立しているのではなく，関
連づけて活動が行われている。この中でも，学校保健
安全法の改正に先だって示された答申では，学校安全

において学校で求められる第一の役割として，安全教
育によって，子ども自身に安全を守るための能力を身
につけさせることがあげられている４）。
　安全教育は学習指導要領総則において，「学校にお
ける食育の推進並びに体力の向上に関する指導，安全
に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する指導
については，体育科，家庭科及び特別活動の時間はも
とより，各教科，道徳科，外国語活動及び総合的な学
習の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切
に行うよう努めることとする。また，それらの指導を
通して…略…日常生活において適切な体育・健康に関
する活動の実践を促し，生涯を通じて健康・安全で活
力ある生活を送るための基礎が培われるよう配慮しな
ければならない。」とされている。そしてその目標は，
「日常生活全般における安全確保のために必要な事項
を実践的に理解し，自他の生命尊重を基盤として，生
涯を通じて安全な生活を送る基礎を培うとともに，進
んで安全で安心な社会づくりに参加し貢献できるよう
な資質や能力を養うこと」にある5）。これらから安全
教育の目標のひとつは生涯を通じて安全な生活を送る
基礎を培うことであると言えるだろう。
　この目標に対して，学校における安全教育は，各教
科，道徳，特別活動，総合的な学習の時間など学校教
育全体で行われている。安全教育には生活安全，交通
安全，災害安全の3つの領域がある。この中でも交通
安全については文部科学省の行った全国規模の調査に
よると，小学校で99.5％，中学校で95.1％，高等学校
では90.2％が交通安全教育を実施していると回答して
いる６）。また，災害安全に関連して静岡県や熊本県の
調査ではほとんど100％の学校が防災教育を行ってい
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ると答えている７）8）。このように安全教育は学校教育
の中で着実に実施されている。
　その効果について，例えば政策研究所は，防災教育
で効果があったと考えられる実践を行った学校に対し
てヒアリングを行い，教育成果の把握方法や課題につ
いてまとめている9）。これによると小学校における実
践からは「災害時における危険を認識し，日常的な訓
練等を生かして，自らの安全を確保できるようになる
こと」が防災教育において重視する点であると述べら
れている。また，一つ一つの授業の実践及び効果評価
をみると，小学校において危険予知と危険回避の正確
な判断を学習者が把握することを目的としてマルチメ
ディア教材を使用する学習を行ったところ，危険な状
況の判断力に関する得点及び判断に要する時間は事前
より事後の方が向上したことが示されている10）。高専
生を対象にした研究では，心肺蘇生法に関する授業の
前後で，積極的に救助に関わる勇気があると答えた学
生の人数が多くなったことが明らかにされている11）。
このようにそれぞれの授業によって，児童生徒の安全
に関する意識が高まることや理解が深まることが示さ
れ，学校における安全教育は一定の成果が認められて
いる。
　また，別の側面からみると，リスク状況におけるリ
スク回避行動に関する研究では，赤信号での道路横断
行動というリスク行動に対して，能力評価（知識）が
リスク認知を介してリスクの回避行動に正の影響を与
えることが明らかになっている12）。知識量を安全教育
と同じものだと考えることはできないが，その一部を
安全教育によって身につけたものだと捉えると，安全
教育が間接的にリスクの回避行動を促進することが示
唆される。しかし，これまで学校における安全教育が
児童生徒のその後にどの様な影響を与えているのか直
接検討した研究はほとんどみられない。よって，本研
究では安全教育の学習歴が学習者にどの様な影響を与
えるのかを検討することを目的として研究を行うこと
とする。その際の効果評価の指標として，現在の不安
全行動を用いる。ハインリッヒは，事故予防の原則と
して不安全行動と不安全状態をなくせば事故も傷害も
なくせると述べている13）。そのため不安全行動を取ら
ないことは個人が安全に過ごすために重要な要素であ
ると考えられる。以上より，本研究では，小，中，高等
学校における安全教育の学習歴が，養護教諭養成課程
に所属する大学生の不安全行動に及ぼす影響を調査に
よって検討することとする。なお大学生を対象とする
のは，小，中，高等学校で行われてきた一連の教育内容
を回想によって把握するためである。また養護教諭は
安全教育の一部を担う存在であり，将来養護教諭を志
望する養護教諭養成課程の学生は特に安全教育や不安
全行動への理解が必要であると考えるため，本研究の
調査対象を養護教諭養成課程に所属する学生とした。

Ⅱ．方法

1．調査対象と調査時期
　2つの大学の養護教諭養成課程に所属する女子大学
生83名を対象に，201７年６月に調査を行った。学年別
の内訳は，1年生６４名，2年生19名である。回答に不
備があるもの等を除外した82名を分析の対象とした。
有効回答率は98.8％であった。

2．調査方法
　無記名自記式の質問紙調査法によって行った。

3．調査内容
　調査の内容は以下の通りである。
（1）安全教育の学習歴
　文部科学省の発行する「生きる力」を育む学校での
安全教育5）に記載されている安全教育の各領域の内容
を参考に安全教育を選定し，回答が容易になるよう若
干の修正を加えた。項目は生活安全に関するものが11
項目，交通安全に関するものが9項目，災害安全に関す
るものが9項目の計29項目である。「小学校から高等学
校までの間に，体育科（保健体育科）の時間や学級活
動（ホームルーム活動），その他の時間に以下のことに
ついてどのくらい学習しましたか。当てはまるところ
に丸をつけてください。」と教示し，それぞれの頻度を
知るために「よく学習した（４点）」「学習した（3点）」
「少し学習した（2点）」「学習していない（1点）」，「覚え
ていない（0点）」で回答を求めた。項目を表1に示す。
（2）不安全行動
　田口ら（2015）1４）が芳賀（199４）の「リスクをとも
なう行動リスト」を参考に作成した不安全行動尺度を
元に23項目からなる尺度を作成した。田口らの尺度は
歩行や自転車での通行などの交通場面とそれ以外の日
常場面の2つ場面に関する具体的な不安全行動が記述
され，それに対して自分がその行動を行う確率につい
て「必ず行う」を100，「決して行わない」を0として
数字を記入するというものである。本調査では，これ
に独自に作成した災害安全やネット上での危険などの
７項目を追加し，それらを行う確率を5つの段階に集約
して，「行う（5点）」「たぶん行う（４点）」「どちらと
も言えない（3点）」「たぶん行わない（2点）」「行わな
い（1点）」で回答を求めた。項目を表2に示す。それ
ぞれの項目が生活安全，交通安全，災害安全のどの領
域に含まれるのか内容によって判断したところ，生活
安全が9項目，交通安全が11項目，災害安全が3項目
の計23項目であった。

4．倫理的配慮
　調査対象者に対し，回答の前に書面で研究への協力
は自由であり，研究協力の諾否によって不利益を被る
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ことがないこと，回答は無記名であり，結果は統計的
に処理するため個人が特定されることはないこと，結
果は研究以外には使用しないことを明記した。また調
査用紙の提出および回収を持って本研究に同意したと
みなした。

5．分析
　調査集計と統計解析は統計パッケージソフト「IBM 
SPSS Statistics ver. 21」を用いて行った。分析にあ
たっては，安全学習の学習歴及び不安全行動の回答割
合を求め，これら2つの尺度の相関係数をスピアマン
の順位相関係数にて算出した。

Ⅲ．結果

1．安全学習の学習歴
　安全学習の学習歴について，しっかり学習した経験
があるものと，そうでないものを区別するために，各
項目に対して「学習した」「よく学習した」と回答した
ものを「学習あり」，「覚えていない」「学習していな
い」「少し学習した」としたものを「学習なし」として
人数と割合を求め，全体の平均値及び標準偏差を算出
した。結果を表1に示す。学習ありが最も多かったの
は「携帯電話やコンピュータなどの情報ネットワーク
よる犯罪被害の防止と適切な利用に関する知識につい
て」であり，７3人（89.0％）の人が学習した，または

表1　内容別に見た安全学習歴の回答人数と割合（％），平均値（Ｍ），標準偏差（S.D.）

項目内容
学習あり 学習なし

M S.D.
N（％） N（％）

 9　 携帯電話やコンピュータなどの情報ネットワークによる犯罪被害の防止と適切な利
用に関する知識について（生） ７3（89.0） 9（11.0） 3.2４ 0.６７７

21　地震・津波発生時における危険と安全な行動について（災） ６６（80.5） 1６（19.5） 2.99 0.７７8
20　火災発生時における危険と安全な行動について（災） ６４（７8.0） 18（22.0） 2.93 0.７82
15　自転車の特性に関する知識と自転車乗車時の安全な行動について（交） ６0（７3.４） 22（2６.8） 2.95 0.8４5
1６　交通法規に関する知識と遵守（じゅんしゅ）について（交） ６0（７3.2） 22（2６.8） 2.７0 0.939
12　踏切での危険と安全な行動について（交） 59（７2.0） 23（28.0） 2.05 1.20６
2６　避難所の役割と避難経路についての知識と避難の仕方について（災） 51（６2.2） 31（3７.8） 2.７0 0.925
2７　災害に対する備えに関する知識について（災） 51（６2.2） 31（3７.8） 2.７8 0.930
28　地域の防災活動に関する知識と参加について（災） 50（６1.0） 32（39.0） 2.09 0.958
1７　運転者の義務と責任に関する知識について（交） ４9（59.8） 33（４0.2） 2.05 1.15４
 3　遠足や職業体験などの学外での活動における危険と安全な行動について（生） ４2（51.2） ４0（４8.8） 2.４5 0.958
 ７　事件や事故の発生時における通報と応急手当について（生） ４2（51.2） ４0（４8.8） 2.5７ 0.982
 ４　始業前や清掃時間，放課後等の授業時間外における危険と安全な行動について（生） ４1（50.0） ４1（50.0） 2.18 0.95７
 ６　野外活動等における危険と安全な行動について（生） 39（４７.６） ４3（52.４） 2.39 1.039
 8　 窃盗，誘拐，傷害などの犯罪に対する適切な行動や，学校や地域での犯罪被害の防
止に関する知識について（生） 38（４６.3） ４４（53.７） 2.20 1.201

1４　自転車の点検・整備に関する知識と正しい乗り方について（交） 3６（４3.9） ４６（5６.1） 3.0４ 0.922
19　安全な交通社会づくりの重要性に関する知識と参加について（交） 35（４2.７） ４７（5７.3） 2.18 1.032
 5　登下校や家庭生活などにおける危険と安全な行動について（生） 3４（４1.5） ４8（58.5） 2.６1 0.9４0
 1　児童・生徒会活動やクラブ活動等における危険と安全な行動について（生） 33（４0.2） ４9（59.8） 2.13 1.0６3
 2　運動会など健康安全・体育的行事における危険と安全な行動について（生） 30（3６.６） 52（６3.４） 2.50 0.9７2
10　学校内外の施設・設備の危険と安全な環境づくりについて（生） 30（3６.６） 52（６3.４） 2.11 1.0４2
13　交通機関利用時の危険と安全な行動について（交） 30（3６.６） 52（６3.４） 2.2４ 1.202
18　幼児，高齢者，障害のある人等の交通安全に対する配慮について（交） 29（35.４） 53（６４.６） 2.29 0.9６2
 ６　学校内での学習時における危険と安全な行動について（生） 2４（29.3） 58（７0.７） 1.95 1.110
29　災害時における心のケアに関する知識について（災） 2４（29.3） 58（７0.７） 1.5７ 0.8４７
2４　風水（雪）害，落雷等の気象災害発生時の危険と安全な行動について（災） 1６（19.5） ６６（80.5） 1.83 0.953
11　道路の歩行や道路横断時の危険と安全な行動について（交） 12（1４.６） ７0（85.3） 2.91 0.905
22　火山活動による災害発生時の危険と安全な行動について（災） 9（11.0） ７3（89.0） 1.23 0.80６
25　放射線と原子力災害発生時の危険と安全な行動について（災） 9（11.0） ７3（89.0） 1.3４ 0.835
注1）  「学習あり」は回答の「学習した」「よく学習した」を，「学習なし」は「覚えていない」「学習していない」「少し学習した」を合

わせたたものである。
注2）  学習ありの人数が多い順に並べた。
注3）生活安全に関する項目を（生），交通安全に関する項目を（交），災害安全に関する項目を（災）で表した。
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よく学習したと答えた。続いて「地震・津波発生時に
おける危険と安全な行動について」は６６人（80.5％）
が，火災発生時における危険と安全な行動については
６４人（７8.0％）が学習した，よく学習したと答えた。
逆に最も学習ありが少なかったのは「放射線と原子力
災害発生時の危険と安全な行動について」及び「火山
活動による災害発生時の危険と安全な行動について」
であり，共に9人（11.0％）がよく学習したまたは学習
したと答えた。「道路の歩行や道路横断時の危険と安
全な行動について」が続いて少なく12人（1４.６％）が
よく学習したまたは学習したと回答した。

2．不安全行動
　不安全行動は行動をとらないことが重要である。そ

こで，明らかに不安全行動を行わないと答えているも
のとそれ以外の少しでも行う可能性のあるものを区別
するために各項目に対して「行う」「たぶん行う」「ど
ちらとも言えない」と回答したものを「行動あり」，
「行わない」「たぶん行わない」としたものを「行動な
し」として人数と割合を求め，さらに全体の平均値及
び標準偏差を算出した。結果を表2に示す。最も行動
ありの人数が多い項目は「自転車で並走する」であり
６9人（8４.1％）が行うまたはたぶん行う，どちらとも
言えないと回答していた。これに「道路の右側を自転
車で走る」が６2人（７5.６％）， 「寝不足の状態で運動を
する」が（７3.2％） と続いた。
　最も行動ありの人数が少ない項目は「海水浴に来た
ところ，波が荒いために遊泳禁止になっていたがかま

表2　内容別に見た不安全行動の回答人数と割合（％），平均値（M），標準偏差（S.D.）

行動あり 行動なし
M S.D.

N（％） N（％）
21　自転車で並走する（交） ６9（8４.1） 13（15.9） 3.5６ 0.8７６
23　道路の右側を自転車で走る（交） ６2（７5.６） 20（2４.４） 3.32 0.915
18　寝不足の状態で運動をする（生） ６0（７3.2） 22（2６.8） 3.12 1.023
 3　災害が起きたときの避難場所を確認せずに過ごす（災） 53（６４.６） 29（35.４） 2.90 1.0７3
 5　 交通量の多い道路の向こう側に渡りたいと思ったが，横断歩道は遠回りになるの
で，車がとぎれるタイミングを見計らい走り渡る（交） 53（６４.６） 29（35.４） 3.12 1.115

 1　 背伸びをしても手の届かない所にあるものを取ろうとしたとき，手近なところに脚
立がなかったので，座面が回転する椅子に乗る（生） 52（６3.４） 30（3６.６） 3.10 1.203

 ６　非常時用の水や食料などを準備せずに過ごす（災） ４9（59.8） 33（４0.2） 2.91 1.113
1４　インターネット上に自分の顔写真や名前などの個人情報を載せる（生） ４5（5４.9） 3７（４5.1） 2.７1 1.11７
1６　けがをしても手当をせずにそのままにして放っておく（生） 3７（４5.1） ４5（5４.9） 2.４４ 1.0７8
 ７　 アイススケートをしにスケート場に来たら，手袋を忘れたことに気づいたが，売店
で売っている手袋を買わずに手袋なしで滑る（生） 3７（４5.1） ４5（5４.9） 2.４1 1.122

20　知らない人に道案内を頼まれ，ついていく（生） 3６（４3.9） ４６（5６.1） 2.４1 1.15４
13　 夕方，自宅近くのバス停でバスを降りて横断歩道を渡ろうとしたとき，信号は赤
だったが，車が来ないので渡る（交） 35（４2.9） ４７（5７.3） 2.55 1.188

11　 電車に乗ろうとしてプラットホームに降りる階段の上に来たとき発車ベルが鳴り
だしたので，階段を駆け降りて閉まりかけのドアに飛び込む（交） 31（3７.8） 51（６2.2） 2.４６ 1.021

 8　 朝，自宅から自転車で駅に向かう途中，交差点の信号が赤だったが車が来ないので
渡る（交） 31（3７.8） 51（６2.2） 2.４４ 1.1７７

19　自転車で傘差し運転をする（交） 28（3４.1） 5４（６5.9） 2.23 1.299※
22　携帯電話を使用しながら自転車の運転をする（交） 23（28.0） 59（７2.0） 1.99 1.09４※
 9　地震が起きてもテーブルなどの下に避難せずにそのままでいる（災） 22（2６.8） ６0（７3.2） 2.15 0.983
 2　 踏切を渡ろうとして手前まで歩いてきたとき，警報が鳴り，遮断機が降りはじめた
ので走って踏切を渡る（交） 19（23.2） ６3（７６.8） 1.9６ 1.082

1７　 友人と一緒に駅へ向かう途中，友人だけが自転車に乗っていたので，友人の自転車
の後ろに乗せてもらう（交） 12（1４.６） ７0（85.４） 1.７0 0.812

12　友人の家で，素人が調理したフグ料理を食べる（生） 10（12.2） ７2（8７.8） 1.50 0.７0７※
15　夜に自転車で帰宅するとき，街灯が点いていたのでライトを点けずに走る（交）  9（11.0） ７3（89.0） 1.７1 0.8６8※
10　 石油ストーブの灯油が残りわずかになったという表示がでたので火を消さずに給
油する（生）  2（2.４） 80（9７.６） 1.22 0.522

 ４　海水浴に来たところ，波が荒いために遊泳禁止になっていたがかまわず泳ぐ（生）  1（1.2） 81（98.8） 1.18 0.４20※
注1）  「行動あり」は回答の「必ず行う」「行う」「どちらでもない」を，「行動なし」は「決して行わない」「行わない」を足したもので

ある。
注2）行う野人数が多い順に並べた。
注3）生活安全に関する項目を（生），交通安全に関する項目を（交），災害安全に関する項目を（災）で表した。
注４）※は平均点と標準偏差の差が取り得る値の最小値（1）より低いことを示す（床効果）。
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わず泳ぐ」で1人（1.2％）が行う，たぶん行う，どちら
とも言えない，のいずれかで回答をしていた。これに
「石油ストーブの灯油が残りわずかになったという表
示が出たので火を消さずに給油する」が 2人（2.４％），
「夜に自転車で帰宅するとき，街灯がついていたので
ライトを点けずに走る」が9人（11.0％）と続いた。
　行動あり群がかなり少ない項目があったことから分
布を見ると低く偏っている項目がいくつかあった。そ
のため，平均点から標準偏差の差を取り床効果の有無
を検討したところ，不安全行動の8項目（項目2，４，
10，12，15，1７，19，22）があてはまった。これらの
項目は以下の分析からは除外することとした。

3．安全教育の学習歴と不安全行動の関連
　安全教育の学習歴と不安全行動の関連を調べるため
に，安全教育の学習歴の各項目と不安全行動に関する

各項目について，スピアマンの順位相関係数（ ρ）を
算出した。学習歴と不安全行動はそれぞれ5段階の順
序尺度で質問しており，これらを総当たりで検討する
には，ノンパラメトリック検定の順位相関がふさわし
いと判断した。生活安全に関する結果を表3に，交通
安全に関する結果を表４に，災害安全に関しては表5に
それぞれ示した。
　生活安全については，学習歴8の事件や事故の発生
時における通報と応急手当に関する学習歴と不安全行
動1の回転椅子に乗るという不安全行動の間に有意な
負の相関が認められた（ ρ=-0.35，p<0.01）。また，交通
安全に関して有意な相関が認められたのは，学習歴13
の踏切での危険と安全な行動と不安全行動23の自転車
の右側通行（ ρ=-0.2４ p<0.05），学習歴1４の交通機関利
用時の危険と安全な行動と不安全行動23の自転車の右
側通行（ ρ=-0.23 p<0.05），学習歴19の幼児，高齢者等

表3　生活安全の学習歴と生活に関する不安全行動とのスピアマン順位相関係数

不安全行動（生活）

安全学習歴
1

回転椅子
に乗る

７
手袋無し
でスケート

1４
ネットに
個人情報

1６
ケガをして
も手当なし

18
寝不足で
運動

20
知らない人
に道案内

 1　児童・生徒会活動等の危険と安全な行動 -0.15 -0.08 0.02 -0.15 0.03 -0.23*
 2　健康安全・体育的行事の危険と安全な行動 -0.12 -0.12 0.15 -0.12 0.00 -0.21
 3　学外での活動における危険と安全な行動 0.02 -0.02 0.11 -0.1４ -0.1４ 0.00
 ４　授業時間外における危険と安全な行動 0.01 0.09 -0.01 -0.02 -0.0７ -0.12
 5　登下校や家庭生活などにおける危険と安全な行動 -0.0６ 0.20 0.1４ -0.1６ -0.0４ -0.0７
 ６　野外活動等における危険と安全な行動 0.08 0.00 0.19 -0.18 -0.08 -0.18
 ７　学校内での学習時における危険と安全な行動 0.0７ -0.09 0.1４ -0.09 -0.08 -0.18
 8　事件や事故の発生時における通報と応急手当 -0.35** 0.08 -0.01 0.12 0.13 -0.21
 9　犯罪に対する適切な行動や，犯罪被害の防止に関する知識 0.03 -0.01 0.03 0.20 0.13 -0.21
10　情報ネットワークによる犯罪被害の防止と利用に関する知識 -0.0４ -0.02 0.0４ -0.15 -0.13 -0.11
11　学校内外の施設・設備の危険と安全な環境づくり 0.05 -0.0４ -0.11 -0.01 0.10 -0.20
注1）**：p<0.01
注2）それぞれの項目の内容を省略して示している。なお項目の頭にあるのは項目番号である。

表4　交通安全の学習歴と交通に関する不安全行動とのスピアマン順位相関係数

不安全行動（交通）

安全学習歴
5

横断歩道
外を横断

8
朝に信号
無視

11
駆け込み
乗車

13
夕方に
信号無視

21
自転車
並走

23
自転車の
右側通行

12　道路の歩行や道路横断時の危険と安全な行動 -0.13 -0.05 -0.1６ -0.05 -0.15 -0.15
13　踏切での危険と安全な行動 -0.15 -0.08 0.20 -0.1７ -0.12 -0.2４*
1４　交通機関利用時の危険と安全な行動 -0.08 -0.0６ 0.11 -0.1７ 0.0７ -0.23*
15　自転車の点検・整備に関する知識と正しい乗り方 -0.02 0.11 -0.1４ 0.1６ 0.0７ 0.00
1６　自転車の特性に関する知識と自転車乗車時の安全な行動 -0.11 -0.01 -0.05 0.08 0.05 -0.09
1７　交通法規に関する知識と遵守（じゅんしゅ） -0.1７ 0.12 0.03 0.08 -0.0６ 0.0６
18　運転者の義務と責任に関する知識 -0.1４ -0.01 0.0７ -0.0７ -0.0６ -0.0４
19　幼児，高齢者等の交通安全に対する配慮 -0.18 -0.2６* -0.11 -0.1６ -0.13 -0.22*
20　安全な交通社会づくりの重要性に関する知識と参加 -0.20 -0.23* -0.09 -0.12 -0.08 -0.0７
注1）*：p<0.05，**：p<0.01
注2）それぞれの項目の内容を省略して示している。なお項目の頭にあるのは項目番号である。
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の交通安全に対する配慮と不安全行動8の朝に信号無
視（ ρ=-0.2６，p<0.05），および不安全行動23の自転車
の右側通行（ ρ=-0.22，p<0.05），学習歴20の安全な交
通社会作りの重要性に関する知識と参加と不安全行動
8の朝に信号無視（ ρ=-0.23，p<0.05）であった。最後
に災害安全の学習歴と不安全行動に関して有意な相関
が認められたのは，学習歴2７の災害に対する備えの知
識と不安全行動3避難場所の未確認（ ρ=-0.30，p<0.01）
および不安全行動６の水・食料の準備なし（ ρ=-0.22，
p<0.05）であった。

Ⅳ．考察

　本研究は，大学生に対して，高校までの学校での安
全教育の学習歴と不安全行動を行う確率について尋
ね，それらの回答に関する基礎的なデータを示し，さ
らに学習歴と不安全行動を行う確率の関連をスピアマ
ンの順位相関係数によって検討した。

1．安全教育の学習歴について
　まず，安全教育の学習歴の中では情報ネットワーク
による犯罪被害の防止に関するものが最も多く，７3人
（89.0％）が学習ありと答えていた。これは，生活安
全の中でも情報ネットワークに関する内容は各教科の
中で情報モラル等を身につける等の指導を充実するこ
とと学習指導要領にも記載されていることもあり，学
習の経験者は多くなっていた。また，この情報ネット
ワークによる犯罪被害の防止以外の生活安全に関する
学習歴は，ほとんどがこの尺度中では中間にあり，平
均点もほぼ2点台であることから，学習されてはいる
が頻度は多くないということがうかがえた。また，交
通安全に関する内容は，自転車の特性に関する内容，
交通法規に関する内容，踏切に関する内容で学習あり
と答えたものが多く，道路の歩行や道路横断時の危険

に関する内容は学習経験者が少なくなっていた。交通
安全教育の目標に関する調査を見ると中学校及び高等
学校では，自転車による事故の防止や自転車の安全な
乗り方・走り方の習得を目標であるという回答が約６0
から80％であり比較的多くなっている６）。また，交通
規制・道路標識の理解は約４0から６0％であった。これ
らは比較的目標として選択されることが多い内容であ
り，本研究では実際に学校が行っていると回答されて
いる内容について学習したと答えた学生が多くなった
と推測される。
　一方，道路の横断に関しては，前述と同様の交通安
全教育に関する調査において小学生の目標として約７0
から90％，中学生の目標として約50から６0％，高等
学校の目標として約４0から50％であった６）。小学校で
最も多く行われており，だんだんと減少していると考
えると，大学生の記憶に残っていないということが推
測される。本研究は回想法によって学習歴を尋ねてい
るため，正確な学習量を把握できているとは言いがた
く，実際にはもう少し多くの学生が学習しているとい
うことも考えられる。
　最後に，災害安全に関する学習歴は，地震・津波発
生時における危険と安全についてや火災発生時におけ
る危険と安全な行動についてという項目では約80％が
学習したと答えているのに対し，放射線と原子力災害
発生時のことや火山活動による災害発生時について学
習したと答えたものは11％であり，内容によって回
答に大きく差の出る領域となった。地震や火事などに
関する教育は，防災教育の一環として避難訓練と共に
行われることが多い9）。そのため実際に多く行われて
いるだけでなく，体験を伴う学習であるということか
ら記憶に残りやすいという側面があるだろう。それに
対し，放射線や火山活動に関する内容はあまり身近で
ないため行われ難く，学習したと答えたものが少なく
なったのではないかと考えられる。

表5　災害安全の学習歴と災害に関する不安全行動とのスピアマンの順位相関係数

不安全行動（災害）

安全学習歴
3

避難場所
未確認

６
水・食料
準備無し

9
地震時に
避難せず

21　火災発生時の危険と安全な行動 -0.10 -0.0６ 0.0７
22　地震・津波発生時の危険と安全な行動 -0.15 -0.12 0.1７
23　火山活動時の危険と安全な行動 0.0７ -0.0４ 0.05
2４　気象災害発生時の危険と安全な行動 -0.1７ -0.12 0.10
25　原子力災害発生時の危険と安全な行動 0.13 0.03 0.0６
2６　避難経路についての知識，避難の仕方 -0.21 -0.1６ 0.00
2７　災害に対する備えの知識 -0.30** -0.22* -0.05
28　地域の防災活動の知識と参加 -0.18 0.03 0.01
29　災害時における心のケア -0.08 -0.12 0.10
注1）*：p<0.05，**：p<0.01
注2）それぞれの項目の内容を省略して示している。なお項目の頭にあるのは項目番号である。



― 143 ―

学校における安全教育の学習歴と不安全行動の関連

2．不安全行動について
　本研究では，安全教育の効果指標として不安全行動
を用いた。この中で最も行う確率が高いものは自転車
で並走するであり６9人（8４.1％）が行う，たぶん行う，
どちらとも言えない，のいずれかで回答していた。次
に道路の右側を自転車で走るで，６2人（７5.６％）が同
様に回答していた。調査対象者である大学生にとって
利用することが多い身近なものであると考えられる。
だが，道路交通法の19条では，「軽車両は，軽車両が
並進することとなる場合においては，他の軽車両と並
進してはならない。」と規定されており，違反すると2
万円以下の罰金または科料となっている。こういった
身近な不安全行動は，大事故につながることもあり行
わないことが重要であるが，今回の調査では行うと答
えたものが多くなっていた。この結果は「どちらとも
言えない」を「行動あり」に入れていることが1つの理
由として考えられる。不安全行動ではその行動をしな
いということが重要であるため，中点でありどちらか
わからない状態である「どちらとも言えない」は「行
動あり」としてカウントした。「どちらとも言えない」
ではなく「行わない」と答えられるようにすることが
重要であると考えられる。

3．安全教育の学習歴と不安全行動
　生活安全，交通安全，災害安全の領域毎に，安全教
育の学習歴と不安全行動についてスピアマンの順位相
関係数（ ρ）を算出した。床効果が見られた不安全行
動の8項目については分析から除外した。
　生活安全については，事件や事故の発生時における
通報と応急手当に関する学習歴と回転椅子に乗るとい
う不安全行動の間に有意な負の相関が見られた。回転
する椅子に乗った時に起こる事故は転落事故であると
考えられる。東京消防庁によると東京都における平成
2７年度の落ちる事故（転落事故）は1６,32６件起きてお
り，ころぶ事故（転倒事故）に次いで事故原因の2位
となっている15）。通報や応急手当に関する学習と回転
椅子に乗るか乗らないかということは一見関係ないよ
うに見えるが，事件や事故発生時の応急手当を学んで
いる人は，回転に乗るという不安全行動から，転落事
故やその後の応急手当が想起され，行動しないと回答
したのかもしれない。
　交通安全については，朝の信号無視と自転車の右側
通行という2つの不安全行動と安全学習の学習歴に有
意な負の相関が見られた。朝の信号無視は具体的には
「朝，自宅から自転車で駅に向かう途中，交差点の信
号が赤だったが車が来ないので渡る」という項目であ
り，これらはどちらも自転車乗車時の項目であるとい
う特徴がある。大学生協によると，2015年度大学共済
の怪我による支払件数2,998件の内，25６件が自転車運
転中の事故によるものであった。自転車運転中の事故

は怪我の原因としてサッカー・フットサル，ラグビー
に続いて3位である1６）。生活安全の転落事故と同様に，
交通安全でも発生件数の多い自転車事故と一部の交通
安全に関する学習との間に負の相関があった。内容を
見ると，踏切での危険と安全な行動や交通機関利用時
の危険と安全な行動という一見自転車の乗り方とは直
接は関係ないような内容の学習と関連があることが分
かる。そのため，直接的に関係のある内容というより
は様々な内容について学んでいるということが不安全
行動を抑制する効果を持つのかもしれない。
　災害安全については災害に対する備えの知識に関す
る学習と避難場所の未確認及び水や食料の準備をしな
いという不安全行動との間に有意な負の相関があっ
た。災害に対する備えの知識は避難場所を確認しない
という不安全行動や，水や食料を準備しないという不
安全行動と直接関わる内容である。そのため，災害安
全に関しては，より直接的な内容の学習が不安全行動
を抑制する可能性が示された。
　いくつかの安全学習と，いくつかの不安全行動にお
いて有意な負の相関が見られ，小中高等学校までの安
全学習が大学生の時点での不安全行動に影響を与える
という可能性が示唆された。大学生に対して回想法で
学校安全教育の学習歴を尋ねることによって，その人
が学んできた安全教育をすべて測定することは出来
ず，また安全に関する行動に影響を与えるのは安全学
習だけではない。例えば，刺激欲求性や達成動機，楽観
性などの性格特性やその行動を取ることのベネフィッ
ト（利益）評価やコスト評価などの要因1７），知識18），
子どもの頃の遊び体験1４）など様々な要因がある。安
全教育について学ぶことで，その行動のベネフィット
やコストを学ぶということも一緒に行われているだろ
う。安全教育はいくつかの要因を媒介して不安全行動
に影響を与えているということも考えられる。今後は
要因を増やし，安全教育を受けた後にどのような影響
を与えるのかをより詳細に検討することが必要となる
だろう。

Ⅴ．まとめ

　学校における安全確保の重要性が叫ばれている。安
全に関する教育は生涯を通じて健康・安全で活力ある
生活を送るための基礎が培われるよう配慮しなければ
ならないとされている。本研究では安全教育を受ける
ことがその後にどういった影響を与えるのか検討する
ことを目的として行われた。対象は大学生82名，調査の
内容は小学校と中学校，高等学校での安全教育の学習
歴とこれからそれに関連する不安全行動をとる確率に
ついてである。その結果次のことが明らかになった。
1）  安全教育の学習歴は，情報ネットワークに関する犯
罪被害の防止，地震・津波発生時における危険と安
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全な行動，火災発生時における危険と安全な行動
の順に，学習歴があると答えた人は多くなってい
た。特に災害安全は項目によって学習したと答え
た人の人数に差が出ていた。

2）  不安全行動については，自転車で並走する，道路の
右側を自転車で走る，寝不足の状態で運動をする
順に行うと答えた人が多くなっていた。

3）  安全教育の学習歴と不安全行動の各項目について，
生活安全，交通安全，災害安全の領域別にスピアマ
ンの順位相関係数（ρ）を算出した。その結果，生
活安全では，「事件や事故の発生時における通報と
応急手当に関する学習」と「回転椅子に乗る」とい
う不安全行動の間に負の相関が認められた。交通
安全では，「踏切での危険と安全な行動に関する学
習」及び「交通機関利用時の危険と安全な行動」，
「幼児，高齢者等の交通安全に対する配慮」の3つの
安全学習と「自転車の右側通行」という不安全行動
の間に有意な負の相関が認められた。また，「幼児，
高齢者等の交通安全に対する配慮」「安全な交通社
会作りの重要性に関する知識と参加」の2つの安全
学習と「朝に信号無視」という不安全行動の間に有
意な負の相関が認められた。災害安全では「災害に
対する備えの知識」と「避難場所の未確認」「水や
食料の準備無し」という不安全行動の間に有意な負
の相関が認められた。これらより一部の安全学習
と不安全行動の間に負の相関が認められ，安全教
育の学習が不安全行動を抑制する可能性が示唆さ
れた。
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